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（摘要）源泉徴収時所得税減税控除済額60,000円、控除外額0円

    前職：富士市商事㈱　富士市永田町1丁目〇〇番地

　　　　　　　 給与支払額1,478,700円　源泉税額104,860円　社会保険料61,054円

　　　　　　　 退職日　令和6年3月31日

      　富士山　花美（調整）
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【◇1 ◇17 住所・氏名・個人番号・生年月日】 
支払を受ける人の住所（令和７年 1 月 1 日時点）・氏名・フリガナ・個人番号・生
年月日を正確に記載してください。受給者番号は貴事業所で処理上必要な場合に
記載してください。右下の生年月日欄は元号の記載が必要です。 
【◇2 （源泉）控除対象配偶者の有無等】 
年末調整をしていて控除対象配偶者を有しているとき、又は年末調整をしておら
ず源泉控除対象配偶者を有しているときは【有】欄に「○」と記載します。控除
をしなかった場合や、配偶者特別控除の適用を受ける場合には何も記載しませ
ん。対象となる配偶者が老人控除対象配偶者である場合には【老人】欄にも
「○」と記載します。 

給与支払報告書の書き方 

【◇6 ◇7 ◇9 住宅借入金等特別控除額の内訳】 
Ⅰ．年末調整の際に住宅借入金等特別控除の適用がある場合、当該控除の適用数

と可能額、住宅借入金等特別控除額を記載します。 
なお、適用数が3以上のときには、【◇7  (摘要)】に3回目以降の住宅借入金等
特別控除区分、居住開始年月日及び住宅借入金等年末残高を記載します。 

Ⅱ．居住開始年月日は、和暦で年、月、日を分けて記載します。 
Ⅲ．適用を受けている住宅借入金等特別控除の区分を次のように記載します。 

住…一般の住宅借入金等特別控除の場合（増改築を含みます） 
認…認定住宅の新築等に係る住宅借入金等特別控除の場合 
増…特定増改築等住宅借入金等特別控除の場合（市民税・県民税では控除対象
外です） 
震…東日本大震災の被災者の家屋の再取得の場合 
≪重要≫ 
当該住宅の取得や増改築が 
 
・特例特別特例取得に該当する場合は（特特特）  
・特別特例取得、特例取得、特別特定取得に該当する場合は（特特）  
・特定取得に該当する場合は（特）   
と併記してください。 
 
《例》 認 （ 特 ）… 認定住宅の新築等に係る住宅借入金等特別控除の適用

があり、住宅の取得が特定取得に該当する場合 
    住（特特）… 一般住宅の新築等に係る住宅借入金等特別控除の適用

があり、住宅の取得が特別特定取得に該当する場合 

【◇13 基礎控除の額】 
基礎控除の額は「給与所得者の基礎控除申告書」から転記してください。ただし、
基礎控除の額が48万円（合計所得金額が2,400万円以下）の場合は転記する必要 
はありません。※４８万円の場合、空欄になります。 

【◇3 配偶者（特別）控除の額】 
配偶者控除又は配偶者特別控除の適用がある際は、納税義務者の合計所得金額と
配偶者の合計所得金額から算出した控除額を記載してください。 
【◇10 （源泉・特別）控除対象配偶者】 
◇2 の（源泉）控除対象配偶者を有している場合、又は配偶者特別控除を適用し
ている場合に配偶者の氏名・フリガナ・個人番号を記載します。また、これらの
方が非居住者（注）である場合には、【区分】欄に「○」と記載します。 
【◇11 配偶者の合計所得】 
控除対象配偶者又は配偶者特別控除の対象となる配偶者の合計所得金額を記載し
てください。年末調整の適用を受けておらず源泉控除対象配偶者を有していると
きは、所得の見積額を記載してください。 
 

【◇14 所得金額調整控除額】 
適用がある場合には、所得金額調整控除の額を記載してください。併せて、【◇7

(摘要)】に該当する要件の記載が必要な場合があります。 

【◇5 ◇8 各種保険料の控除額】 
小規模企業共済等掛金控除がある場合は、社会保険料控除の金額欄の上段に記載
し、下段に社会保険料控除と合算した金額を記載してください。◇8 【生命保険料
の金額の内訳】と◇12 【旧長期損害保険料の金額】に支払金額を種類ごと正確に記
載してください。 

【◇7  (摘要)】定額減税の影響あり 
Ⅰ．他社や関連会社分など前職の支払金額を合算して年末調整をした場合 

前職の支払者の所在地・名称・支払金額・源泉徴収税額・社会保険料・退職
年月日を記載してください。 
※2社以上の場合はそれぞれ記載してください。 

Ⅱ．租税条約 
該当する場合は、「租税条約」と記載の上、税務署に提出した「租税条約に
関する届出書」のコピーを必ず添付してください。 
 

Ⅲ．控除対象扶養親族又は16歳未満の扶養親族が５人以上いる場合 
5人目以降の控除対象扶養親族又は16歳未満の扶養親族の氏名を記載します。 
 

Ⅳ．所得金額調整控除  
  適用がある場合は、該当する要件に応じて記載してください。ただし、「同一

生計配偶者」又は「控除対象扶養親族」の氏名が【◇10 】又は【◇15 】の欄に記
載されている場合は、記載を省略することができます。 
扶養控除の対象ではない２３歳未満の扶養親族が対象の場合、 
《記載例》【◇7 (摘要)】に『  富士山 二郎（調整）』 

 
Ⅴ．退職所得のある被扶養者 

退職手当等（源泉徴収されたものに限る）の支払を受ける配偶者（退職所得
を除く所得の見積額が 133 万円以下である人に限る）又は扶養親族を有する
場合には、退職手当等の支払を受ける者の氏名（氏名の前には（退）と記
載）、退職所得を除いた合計所得金額の見積額、障害の区分並びに国外居住
の状況を記載してください。 
《記載例》【◇7 (摘要)】に『 (退)富士山 三郎 350,000円 一般 国外』 

Ⅵ．定額減税額 定額減税の影響あり 
 所得税の定額減税済額と、減税しきれなかった控除外額の記載をしてくださ

い。 
《記載例》【◇7 (摘要)】に『源泉徴収時所得税減税控除済額60,000円、控除
外額0円』 

Ⅶ. 同一生計配偶者 定額減税の影響あり  
納税義務者の合計所得金額が1,000万円超で、同一生計配偶者を有する場合、
「非控除対象配偶者減税有」と記載ください。同一生計配偶者が障害者控除
を適用する場合、氏名を丸で囲み（同配）と記載してください。なお、個人
番号の記載の必要はありません。 

 
《記載例》【◇7 (摘要)】に『  富士山 花子（同配）』 

 

【◇4 ◇15 扶養親族】 
◇4 控除対象扶養親族（配偶者を除く）、16歳未満扶養親族、障害者（本人を除く）、
非居住者である親族の人数を該当欄に記載してください。 
 
Ⅰ. 特定扶養…19歳以上23歳未満（生年月日が平成14年1月2日から平成18年1月1日） 
Ⅱ. 老人扶養…70歳以上（生年月日が昭和30年1月1日以前） 
Ⅲ. 16歳未満扶養親族…16歳未満（生年月日が平成21年1月2日以降） 
Ⅳ. その他扶養…Ⅰ、ⅡとⅢ以外  
◇15 控除対象扶養親族または16歳未満扶養親族の人数を記載した際には【控除対象扶養
親族】と【16歳未満の扶養親族】欄に対象となる扶養親族の氏名、フリガナ及び個人
番号を記載します。 
また、扶養親族が非居住者（注）である場合には、【区分】欄に「○」と記載します。
障害者に該当する場合には、記載した氏名を丸で囲ってください。 
控除対象扶養親族又は16歳未満の扶養親族が5人以上いる場合、【5人目以降の控除対
象扶養親族の個人番号】と【5人目以降の16歳未満の扶養親族の個人番号】欄に対象と
なる扶養親族の個人番号を記載します。 
 

【◇16 障害者・寡婦・ひとり親・勤労学生】 
支払を受ける人が該当する事項がある場合に「〇」を付けてください。 
 
【◇18 給与支払者の個人番号又は法人番号】 
給与の支払をする人の個人番号又は法人番号を記載します。個人番号を記載する 
場合は、左端を空白にして右詰めします。 

右のＱＲコードでは「給与支払報告書の書き方」について動画 

で説明していますので御覧ください。 

 
 
 
 

◎扶養控除について 
年齢 30 歳以上 70 歳未満の国外に居住する親族は扶養控除の適用対象者から除外
されますが、一定の要件に該当すれば扶養控除の対象となります。詳しくは国税庁
ホームページ「国外居住親族に係る扶養控除の適用について」を御確認ください。 
 
（注）「非居住者」とは「居住者」以外の個人をいいます。また、「居住者とは、

国内に住所を有し、又は現在まで引き続いて1年以上居所を有する個人と
規定しています。 

 


